
平成12年6月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

問 い 合 わ せ 先

TEL 　(０３)　３５４８－６１６１

決 算 取 締 役 会 開 催 日 有 無

定 時 株 主 総 会 開 催 日

1.平成12年6月期の業績(平成11年7月1日～平成12年6月30日)
(1)経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成12年6月期 ( ) ( ) ( )

平成11年6月期 ( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

平成12年6月期 ( )

平成11年6月期 ( )

(注) ①期中平均株式数 株

　　 株

　　②会計処理の変更の有無 有 無

　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

平成12年6月期

平成11年6月期

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

平成12年6月期

平成11年6月期

(注)期末発行済株式数 平成12年6月期 株

平成11年6月期 株

13,210

3,700

978 612 62.6 165,633.27

11,565 11,512 99.5 871,524.67

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

-                 -                 

-                 -                 

-                 -                 -                 -                 

-                 -                 

配当性向
株主資本
配当率

配当金総額
(年間)

-                 -                 

中 間 期 末

2,494

１株当たり年間配当金

5.1 10.2 8.8
12,734

17 -           6,968.18 -             

売上高
経常利益率

3 △78.1 299.39 280.92 0.1 0.6 3.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

60

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

38△16.1 

総資本
経常利益率

経常利益

△40.3 
725 -           71 -           63 -           

1,136 56.7     

中間配当制度の有無

平成12年9月28日

売上高 営業利益

管 理 本 部 長

氏 名 鈴 木 英 彦

平成12年8月24日

平成12年6月期
平成11年6月期

平成12年8月24日

株式会社インターネット総合研究所 上 場 取 引 所 マ ザ ー ズ

4741 本社所在 都道 府県 東 京 都

責任者役職名
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貸借対照表 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

構成比 構成比
％ ％

Ⅰ

1. ※1※2 4,148,168        411,871           

2. ※1 507,739           354,566           

3. 3,800,025        -                       

4. 13,948             7,243               

5. 426                  -                       

6. 36,921             26,030             

8,507,229        73.6% 799,712           81.7%

Ⅱ

1.

(1) 建 物 26,751            11,134            

減価償却累計額 △2,149          24,602             △2,934          8,200               

(2) 工具器具及び備品 16,510            12,119            

減価償却累計額 △5,007          11,503             △5,793          6,325               

36,105             0.3% 14,526             1.5%

2.

(1) 商 標 権 952                  1,100               

(2) ソ フ ト ウ ェ ア 26,384             52,768             

(3) そ の 他 2,993               2,752               

30,330             0.3% 56,621             5.8%

3.

(1) 投 資 有 価 証 券 ※2 741,741           18,900             

(2) 関 係 会 社 株 式 ※2 1,003,900        -                       

(3) 出 資 金 1,097,755        -                       

(4) 長 期 前 払 費 用 3,107               2,622               

(5) 繰 延 税 金 資 産 36,568             -                       

(6) そ の 他 ※1 107,431           84,280             

2,990,503        25.8% 105,803           10.8%

3,056,939        26.4% 176,950           18.1%

Ⅲ

966                  1,932               

966                  0.0% 1,932               0.2%
11,565,135      100.0% 978,595           100.0%

科目

有 価 証 券

営 業 未 収 金

繰 延 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

繰 延 資 産

開 業 費

第3期

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

期別 第4期

(平成11年6月30日現在)(平成12年6月30日現在)

( 資 産 の 部 )

金額金額
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貸借対照表 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

構成比 構成比
％ ％

Ⅰ

1. 2,875               48,808             

2. ※1 -                       55,000             

3. -                       15,540             

4. 17,275             51,040             

5. 3,561               5,670               

6. 9,185               43,768             

7. ※1 19,397             34,307             

52,294             0.5% 254,134           26.0%

Ⅱ

1. ※1 -                       55,579             

2. ※1 -                       49,138             

3. -                       6,900               

-                       -　% 111,618           11.4%

52,294             0.5% 365,752           37.4%

Ⅰ ※3 2,050,000        17.7% 350,000           35.8%

Ⅱ 9,421,000        81.4% 240,000           24.5%

Ⅲ -                       

41,840             22,843             

41,840             0.4% 22,843             2.3%

11,512,840      99.5% 612,843           62.6%

11,565,135      100.0% 978,595           100.0%

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

( 資 本 の 部 )

資 本 金

そ の 他 の 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 準 備 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

長 期 借 入 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

固定資産購入未払金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他

流 動 負 債

営 業 未 払 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定長期借入金

科目 金額 金額

( 負 債 の 部 )

期別 第4期 第3期

(平成12年6月30日現在) (平成11年6月30日現在)
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損益計算書 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

百分比 百分比
％ ％

Ⅰ

1. 1,136,877       1,136,877       100.0% 725,382          725,382          100.0%

Ⅱ

1. 593,100          593,100          52.2% 382,291          382,291          52.7%

543,776          47.8% 343,091          47.3%

Ⅲ ※1 483,480          42.5% 271,217          37.4%

60,296            5.3% 71,873            9.9%

Ⅳ

1. 5,011              1,152              

2. 2,261              1,334              

3. 1,400              -                      

4. 881                 9,555              0.8% 100                 2,587              0.4%

Ⅴ

1. 5,325              3,733              

2. -                      1,240              

3. 21,982            3,199              

4. 966                 966                 

5. 520                 1,660              

6. 2,131              -                      

7. 899                 31,825            2.8% 4                     10,804            1.5%

38,026            3.3% 63,657            8.8%

Ⅵ

24,897            24,897            2.2% -                      -                      -%

13,128            1.1% 63,657            8.8%

31,125            46,278            

△21,809        9,316              0.8% -                      46,278            6.4%

3,812              0.3% 17,378            2.4%

22,843            5,464              

15,185            -                      
41,840            22,843            

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過年度税効果調整額

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

為 替 差 損

組 合 損 失

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 損 失

本 社 移 転 費 用

法人税，住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

支 払 利 息

社 債 利 息

新 株 発 行 費

開 業 費 償 却

受 取 利 息

雇 用 開 発 助 成 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

受 取 賃 貸 料

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

事 業 収 入

売 上 原 価

事 業 原 価

至平成12年6月30日 至平成11年6月30日

科目 金額 金額

期別 第4期 第3期

自平成11年7月  1日 自平成10年7月  1日
(( ) )
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利益処分案 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

Ⅰ 41,840            22,843            

Ⅱ 41,840            22,843            

金額科目

期別 第4期 第3期

(平成12年9月28日) (平成11年9月28日)

当 期 未 処 分 利 益

次 期 繰 越 利 益

金額
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重要な会計方針 株式会社インターネット総合研究所

1. 有価証券の評価基準 (1) 取引所の相場のある有価証券 (1) 取引所の相場のある有価証券
及び評価方法 移動平均法による低価法(洗替方式)を 同左

採用しております。

(2) 取引所の相場のない有価証券 (2) 取引所の相場のない有価証券
移動平均法による原価法を採用してお 同左

ります。

2. 固定資産の (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
減価償却の方法 法人税法に規定する定率法によって 同左

おります。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
法人税法に規定する定額法によってお 同左

ります。ただし、ソフトウェアについ

ては、ソフトウェアから組成される販

売用ソフトの販売見込期間で、毎期均

等額を償却しております。

3. 繰延資産の処理方法 (1) 開業費 (1) 開業費
商法の規定する最長期間(5年)で毎期均 同左

等額を償却しております。

(2) 新株発行費 (2) 新株発行費
支出時に全額費用として処理しており 同左

ます。

4. 収益の認識基準 契約上、取引先の検収を要する業務受

託契約については、検収基準を採用し

ておりますが、役務提供期間に定めの 同左

ある業務受託契約ついては、契約総額

を当該契約期間に按分して、収益を計

上しております。

5. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸借 同左

取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

6. その他財務諸表作成の (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理
ための重要な事項 消費税等の会計処理は、税抜方式によ 同左

っております。

(2) 投資事業組合への出資金の会計処理
組合契約に規定される決算報告日に応 －

じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。

至平成12年6月30日 至平成11年6月30日

第4期 第3期
自平成11年7月  1日 自平成10年7月  1日

() )(
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重要な会計方針 株式会社インターネット総合研究所

(追加情報) (税効果会計の適用)
財務諸表等規則の改正により、当期 －

から税効果会計を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べ、繰延税金資産(流
動資産426千円、固定資産36,568千
円)が計上され、当期純利益は
21,809千円多く、当期未処分利益は
36,994千円多く計上されております。

(スプレッド方式による新株発行について)

平成11年12月22日の有償一般募集に
よる新株式発行(1,000株)は、引受証
券会社が引受価額で引受を行い、こ
れを引受価額と異なる発行価格で一
般投資家に販売する、いわゆる「ス
プレッド方式」の売買引受契約によ
っております。
「従来の方式」では、引受証券会社
に対し、引受手数料を支払うことに
なりますが、「スプレッド方式」で
は、発行価額と引受価額との差額が
事実上の引受手数料となりますので
引受証券会社に対する引受手数料の
支払いはありません。
平成11年12月22日の新株式発行に係
る引受価額と発行価格の差額の総額
819,000千円は「従来の方式」によ
れば新株発行費として処理されるべ
き金額に相当します。
このため、「従来の方式」によった
場合に比べ、新株発行費の額と資本
金および資本準備金合計額は、それ
ぞれ819,000千円少なく、経常利益
および税引前当期純利益は同額多く
計上されております。

至平成12年6月30日 至平成11年6月30日

第4期 第3期
自平成11年7月  1日 自平成10年7月  1日

() )(
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注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(貸借対照表関係) (貸借対照表関係)

※1 ※1
16,000 千円

318,199 千円
－ 20,701 千円

48,000 千円
402,900 千円

30,000 千円
15,172 千円
45,518 千円

なお、差入保証金及び長期預金は投資その他の資産

「その他」に、固定資産購入未払金(流動負債)及び

固定資産購入未払金(固定負債)はそれぞれ流動負債

「その他」、固定負債「その他」に含めて表示して

おります。

※2 ※2
US$330,000.00 (  35,841千円) US$20,399.00 (2,490千円)

US$1,000,000.00 (105,300千円) US$30,000.00 (3,633千円)

なお、1年内回収予定の長期貸付金は、流動資産
「その他」に含めて表示しております。

※3 48,000 株 ※3 12,400 株
※4 投資事業組合への出資金の評価 ※4
投資事業組合への出資のうち497,755千円について －

は、平成12年3月31日現在の組合決算報告書に基づ
いて評価しておりますが、600,000千円については、
組合契約に規定される決算報告日が未到来であるた

め、取得価額で評価しております。

(損益計算書関係) (損益計算書関係)

※1 販売費に属する費用のおおよその割合は20%であり、 ※1 販売費に属する費用のおおよその割合は43%であり、
一般管理費に属する費用のおおよその割合は80% 一般管理費に属する費用のおおよその割合は57%
であります。 であります。

主要な費用及び金額は次のとおりであります。 主要な費用及び金額は次のとおりであります。

119,499           千円 52,040           千円

33,400             千円 25,850           千円

-                       千円 7,400             千円

71,956             千円 37,510           千円

25,266             千円 20,750           千円

26,359             千円 21,067           千円

64,670             千円 18,231           千円

6,720               千円 5,355             千円

14,848             千円 14,592           千円

5,435               千円 6,055             千円

26,384             千円 26,384           千円

※2 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費は ※2
次のとおりであります。 －

一 般 管 理 費 119,499           千円

第4期 第3期
自平成11年7月  1日 自平成10年7月  1日
至平成12年6月30日 至平成11年6月30日

担保に供している資産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

差 入 保 証 金

長 期 預 金

合 計

上記に対応する債務

短 期 借 入 金

固定資産購入未払金(流動負債)

固定資産購入未払金(固定負債)

主 な 外 貨 建 資 産 主 な 外 貨 建 資 産

投 資 有 価 証 券 現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 株 式 1年内回収予定の長期貸付金

授 権 株 式 数 授 権 株 式 数

研 究 開 発 費 研 究 開 発 費

役 員 報 酬 役 員 報 酬

出 向 手 数 料 出 向 手 数 料

給 与 手 当 給 与 手 当

旅 費 交 通 費 旅 費 交 通 費

通 信 費 通 信 費

支 払 手 数 料 支 払 手 数 料

消 耗 品 費 消 耗 品 費

ソフトウェア償却費 ソフトウェア償却費

賃 借 料 賃 借 料

減 価 償 却 費 減 価 償 却 費

()( )
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注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(リース取引関係) (リース取引関係)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 以外のファイナンスリース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 及び期末残高相当額

(単位:千円) (単位:千円)
工具器具
及び備品 ソフトウェア 合計

工具器具
及び備品 ソフトウェア 合計

取得価額相当額 110,189 7,414 117,604 取得価額相当額 67,168 1,539 68,707
減価償却累計額相当額 44,449 2,069 46,519 減価償却累計額相当額 24,378 706 25,084
期末残高相当額 65,740 5,344 71,084 期末残高相当額 42,789 832 43,622

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額
1 年 内 25,757 千円 1 年 内 16,355 千円
1 年 超 47,592 千円 1 年 超 29,175 千円
合 計 73,350 千円 合 計 45,531 千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 24,068 千円 支払リース料 16,938 千円
減価償却費相当額 21,292 千円 減価償却費相当額 14,992 千円
支払利息相当額 3,314 千円 支払利息相当額 2,720 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によって 利息相当額とし、各期への配分方法は利息法によって

おります。 おります。

(税効果会計関係) (税効果会計関係)
1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 －

　未払事業税 426          千円
　ソフトウェア償却超過 36,218     千円

　一括償却資産償却超過 350          千円
36,994     千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

41.8%
12.0% －

14.9%
2.3%

71.0%

第4期

自平成11年7月  1日

至平成12年6月30日

第3期

自平成10年7月  1日

至平成11年6月30日

法 定 実 効 税 率

税 効 果 適 用 後 の
法 人 税 等 の 負 担 率

　交際費等損金不算入項目

　住民税均等割

　その他

)( )(

9


